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第 1 節 計画策定の目的 

本市では、平成 28 年度に下水道事業の持続可能な経営を確保するため、「下水道事業経

営戦略」を策定しました。 

今回の改定では、国の新たな策定ガイドラインに基づき、令和 3 年度経営戦略を見直し、最

新の決算状況や社会経済情勢を反映した内容に更新するものです。 

本計画では、公営企業会計の財務データや経営指標を活用し、下水道事業の現状と将来

の収支見通しを整理したうえで、今後の事業運営及び経営改善の方向性を示します。 

 

第 2 節 下水道事業を取り巻く環境と基本理念・基本方針 

（１） 基本理念 

下水道事業は、市民の公衆衛生の向上、生活環境の保全及び公共用水域の水質保全を

目的とする、市民生活に不可欠な社会基盤です。 

本市では、公共下水道、農業集落排水及びコミニティ・プラントの 3 事業により、下水道サー

ビスを提供しています。 

一方で、人口減少や少子高齢化の進行、生活様式の変化などにより使用料収入の減少が

見込まれるほか、物価や人件費の上昇、下水道施設の維持管理費や老朽化に伴う更新投資

の増加など、下水道事業を取り巻く経営環境は今後ますます厳しくなることが予想されます。 

こうした状況の中においても、下水道は市民生活を支える重要なライフラインであり、将来に

わたり安定的にサービスを提供していく必要があります。 

 

（２） 基本方針 

本市下水道事業では、次の 3 つを基本方針として事業運営に取り組みます。 

①施設・設備の適切な維持管理 

社会インフラである下水道施設の機能を適切に維持していくため、ストックマネジメントの推

進などにより、計画的な維持管理及び更新に努めます。 

②防災・減災対策の推進 

災害時においても下水道機能を維持できるよう、施設の耐震化や雨水排水対策など、防

災・減災対策を推進します。 

③持続可能な事業経営の確保 

公営企業会計による経営管理を活用し、経営状況の的確な把握に努めるとともに、経営の

効率化を進め、持続可能な事業運営を目指します。 
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第 3 節 計画の位置付け 

本計画は、地方公営企業の「経営戦略」（総務省）として位置付けるとともに、本市の「総合

計画」や「総合戦略」など、まちづくりに関する各種計画との整合を図りながら策定しています。 

第 4 節 計画期間 

計画期間は、令和 7 年度から令和 16 年度までの 10 年間とします。 

なお、社会経済情勢や事業環境の変化を踏まえ、概ね 4～5 年ごとに見直しを行うとともに、

必要に応じて適宜見直しを行います。 
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第 1 節 事業の概要 

本市の下水道事業は、市民の公衆衛生の向上、生活環境の保全及び公共用水域の水質

保全を目的として実施しています。 

現在、本市では次の 3 事業により下水道サービスを提供しています。 

●公共下水道事業 

●農業集落排水事業 

●コミニティ・プラント事業 

これらの事業により、市内の汚水処理を行うとともに、生活環境の改善及び公共用水域の水

質保全に寄与しています。また、これらの施設は整備から相当の年数が経過しているものもあ

り、今後は施設の老朽化に伴う維持管理や更新への対応が重要な課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 節 事業運営体制 

本市の下水道事業は、下水道課（大網白里市浄化センター）において運営しており、公共

下水道、農業集落排水及びコミニティ・プラントの３事業を一体的に管理しています。 

職員体制については、事業の進捗や業務の効率化を踏まえ、現在、２班１３名体制としてい

ます。また、処理場等の維持管理業務については、専門的な技術や効率的な運営を図るため、

民間事業者への業務委託を実施しています。 

今後も、施設の老朽化への対応や事業運営の効率化を図るため、職員の技術力の維持向

上とともに、民間活力の活用についても検討していきます。 

 

区分 地区 処理場数 供用開始 

公共下水道事業 市街化区域等 1 平成３年 

農業集落排水事業 小西・養安寺 1 平成１０年 

南横川 1 平成１２年 

コミニティ・プラント事業 南横川 1 平成１２年 

職 員 数 
下水道課員 13 名 

（課長１名・副課長１名・管理班４名・施設班７名） 

事業運営組織 下水道課（管理班・施設班） 
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第 3 節 経営の現状（経営比較分析） 

（１）公共下水道事業の経営指標 

本市の公共下水道は、令和２年度に地方公営企業法の適用により、農業集落排水とコミニ

ティ・プラントを下水道事業会計に一体化して公営企業会計へ移行し、令和４年度に使用料

の改定を行いました。 

 

※普及率とは、行政区域内人口の内、現在処理区域内人口（下水道が利用可能な区域に住んでいる人）

の割合を示す指標です。 

※有収率とは、処理した汚水の総量に対し、下水道使用料収入の対象となる「有収水量」の割合を示す指

標です。 

※処理区域内人口密度とは、下水道が利用可能な処理区域の面積（㎢）あたりの処理区域内人口（下水

道が利用可能な人口）を示す指標です。 
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①経常収支比率 

経常収支比率は 100％を上回っており、現時点では収益的収支は黒字を維持しています。 

しかし、今後は人口減少による使用料収入の減少や、物価上昇に伴う維持管理費の増加な

どにより、経営環境は厳しくなることが見込まれます。 

 

 

 

②経費回収率 

本市の経費回収率は類似団体平均と同程度で推移しています。 

今後は施設の老朽化に伴う維持管理費の増加が見込まれるため、経費回収率の維持が課

題となります。 
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③流動比率 

流動比率は類似団体平均と比較して低い水準となっています。直ちに資金繰りに支障が生

じる状況ではありませんが、突発的な施設故障や災害対応等を踏まえると、事業資金の確保

について今後留意が必要です。 

 

 
④施設利用率 

施設利用率は一定の余裕があり、今後の人口減少等を踏まえると、施設規模の適正化につ

いて検討が必要です。 
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（２）農業集落排水事業の経営指標 

農業集落排水事業は、処理区域の人口規模が小さいことから、公共下水道事業と比較して

使用料収入が少なく、経費回収率が低い状況にあります。 

今後は施設の老朽化に伴う更新需要の増加も見込まれることか 

ら、効率的な維持管理や事業のあり方について検討していく必要があります。 

 

 

 

 

 

1.78 974.72 
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①経常収支比率 

経常収支比率は、使用料改定以降、数値が上昇し類似団体平均値を上回っています。 

 

 

②経費回収率 

経費回収率は、使用料の改定以降改善され、類似団体平均値を上回っています。 

ただし、今後は汚水処理費用の増加が見込まれるため、経費回収率の動向や経営状況を

注視しながら、収入と支出の両面から経営の安定化に取り組んでいく必要があります。 
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③流動比率 

流動比率は、約５０％ほどにとどまり、類似団体平均値を下回る水準となっています。 

なお、企業債償還の財源は一般会計繰入金を見込んでおり、当面の資金繰りに大きな支

障はありませんが、財務構造として一般会計への依存度が高い状況です。 

 

 

④施設利用率 

施設利用率は、現状は類似団体の平均値と同じ水準となっていますが、減少傾向が続く見

込みです。 
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（３）下水道事業の状況 

①公共下水道事業 

経費回収率は、一般会計繰入金の基準内外の見直しにより、類似団体平均値より高い値と

なりました。 

今後は、人口減少に伴う使用料収入の減少や物価の高騰、根幹的施設の老朽化に対する

経費の増大などが見込まれる中、将来にわたって安定的に事業を継続していくため、収入面

と支出面のそれぞれ個別の課題に取り組む必要があります。 

収入面では、令和４年度に使用料を改定しましたが、今後は経営状況や社会経済情勢を

踏まえながら、下水道使用料のあり方について検討していくことが課題となります。 

一方で、使用料収入のみで費用のすべてを賄うことが難しい事業構造であることから、一般

会計繰入金も重要な財源となっています。今後は、一般会計への影響を踏まえつつ、使用料

と繰入金の適切なバランスについて検討していく必要があります。 

また、支出面では、下水道３事業の統廃合による維持管理の効率化などが期待されてお

り、今後も個別具体的な課題を整理しながら、経営改善に取り組んでいきます。 

②農業集落排水事業 

令和４年度に使用料の改定を行いましたが、依然として経費回収率が１００％を下回り、使

用料収入の不足分は増加傾向にあります。 

今後は、公共下水道との接続や施設のあり方について検討しながら、維持管理の効率化を

図る必要があります。  

③コミニティ・プラント事業 

  コミニティ・プラント事業は、総務省の経営比較分析表が作成されていないため、本章の分

析対象としていません。 
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第 1 節 収益的収支の見通し 

（１）人口及び下水道需要の見通し 

本市の将来人口は「大網白里市人口ビジョン（令和７年度改訂版）」の推計によれば、今後

ゆるやかに減少する見込みです。これに伴い、下水道サービスの需要についても全体として

減少していくことが見込まれます。 

また、事業別にみると、公共下水道、農業集落排水及びコミニティ・プラントそれぞれにおい

て、人口動向や接続状況の違いにより、需要の推移には差異が生じるものと考えられます。 

（２）使用料収入の見通し 

下水道使用料収入は、人口減少に伴う有収水量の減少に加え、節水機器の普及等の影響

により、今後減少していく見込みです。また、事業別にみると、公共下水道、農業集落排水及

びコミニティ・プラントの各事業において、使用料収入の規模や推移に違いが見られ、今後の

統廃合の進展等により、その構成は変化していくものと考えられます。 

 

【下水道使用料と有収水量の見通し】 
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（３）収益的収支の見通し 

近年の物価高騰や人件費の上昇により維持管理費は増加する見込みです。 

本計画では、近年の物価上昇や労務単価の動向を踏まえ、費用の上昇率を年 2％として試

算しています。この結果、令和４年度の下水道使用料改定の効果により、令和１０年度までは

黒字を維持する見込みですが、令和１１年度以降は収支不足となる見込みです。この収支不

足により、資金（現金）の減少が発生するため、経営の持続性確保に向けた課題となります。 

【収益的収支見込み 10 年間（税込）】 

 

第 2 節 資本的収支の見通し（投資と財源） 

（１）資本的収支の構造 

資本的収支は、下水道施設の整備や更新などの投資（建設改良費）と、その財源（補助

金、企業債など）により構成されています。本市では、投資の財源として国庫補助金等を活用

するとともに、その他の財源については企業債を活用しています。また、企業債償還額の年度

間の負担を平準化するため、資本費平準化債を活用しています。 

【資本的収支見込み 10 年間（税込）】 
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（２）施設の状況 

①汚水管渠・雨水管渠 

公共下水道事業は平成３年度に供用開始しており、管渠の耐用年数は５０年であることか

ら、現時点では大規模な更新時期には至っていません。 

②ポンプ場・処理場 

機械・電気設備については耐用年数を迎えているものもあり、これまでに改築更新を実施し

ています。今後もストックマネジメント計画に基づき、計画的な更新を進めていきます。 

③雨水ポンプ場 

小中川雨水第一ポンプ場及び第二ポンプ場についても、ストックマネジメント計画に基づ

き、計画的な老朽化対策を進めていきます。 

（３）今後の投資の見通し 

今後は、ストックマネジメント計画に基づき、ポンプ場設備の更新、浄化センターやポンプ場

の耐震化などを計画的に実施していきます。また、公共下水道と農業集落排水及びコミニテ

ィ・プラントの接続（広域化）に伴う管路整備についても投資を見込んでいます。 

（４）投資財源の見通し 

投資の財源については、国庫補助金等の活用を図るとともに、その他の財源については企

業債を活用する予定です。 

第 3 節 一般会計繰入金の見通し 

一般会計繰入金は、下水道事業の運営を支える重要な財源の一つです。本計画では、令

和６年度決算額の水準を基本として収支の試算を行っています。 

今後は、既存の企業債償還の進捗により、資本的収入への繰入は老朽化対策等に係る投

資を中心としたものとなる見込みです。また、人口減少に伴う使用料収入の減少や維持管理

費の増加などにより、下水道事業を取り巻く経営環境は今後厳しくなることが見込まれます。こ

のため、今後も一般会計との役割分担を踏まえながら、持続可能な事業運営に向けた財政運

営について検討していきます。 

 

【⾧期財政収支のまとめ】 

本市下水道事業は、現状では収益的収支は黒字の状況にありますが、人口減少による使

用料収入の減少や施設更新費用の増加などにより、将来的には経営環境が厳しくなることが

見込まれます。 

このため、計画的な施設更新や経営の効率化を図りながら、持続可能な事業運営に取り組

んでいく必要があります。 

 



14 
 

 

（１）シミュレーション結果に基づくロードマップ 

現状予測に基づくシミュレーションでは、計画最終年度（令和 16 年度）において、経費回収

率は約 70％、流動比率は約 42％まで低下し、収益的収支の均衡が維持できなくなる見込み

です。本市の事業特性や利用者負担、類似団体の状況等を踏まえ、本経営戦略では業績指

標、目標年限及びロードマップを以下のとおり設定します。 

 

①業績指標及び目標年限 

目標年限は、本経営戦略の計画期間である令和 7 年度から令和 16 年度までとします。 

また、業績指標として 

・経費回収率 

・流動比率 

・収益的収支の均衡 

の 3 項目を設定し、計画期間内における維持または改善を目指します。 

 

 

②ロードマップ 

本経営戦略では、経営指標の推移を定期的に検証するとともに、経営環境の変化を踏まえ

ながら、必要に応じて計画の見直しを行います。また、将来的な収支状況を踏まえ、下水道使

用料のあり方については、少なくとも５年に１回の頻度で検証を行います。 

 

 

（２）今後の取組 

令和 8 年度以降は、物価上昇に伴う維持管理費の増加や、人口減少による有収水量の減

少により、下水道事業を取り巻く経営環境は一層厳しくなることが見込まれます。 

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

経営指標の検証

経営戦略の見直し 〇 〇

使用料改定の検討

広域化①（小西・養安寺）

広域化②（南横川）

広域化③（南横川）
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本市では、経営改善の取組として農業集落排水事業及びコミニティ・プラント事業の公共下

水道への統合（広域化）を進めており、これにより維持管理費の削減など一定の経費節減効

果が見込まれます。  

一方で、人口減少や有収水量の減少などの影響もあり、これらの取組を踏まえても経費回

収率は 80％程度の水準で推移することが見込まれます。このため、今後も経営改善の取組を

着実に進めるとともに、経費回収率の動向や社会経済情勢等を踏まえながら、必要に応じて

下水道使用料のあり方について検討していきます。 

本経営戦略では、計画期間内において 

・経費回収率 80％以上の水準 

・流動比率 70％以上の水準 

・収益的収支の均衡 

を目標水準として、持続可能な事業運営を目指します。 
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第 1 節 ⾧期的な収支の見通し 

本市下水道事業の長期的な経営状況について、損益計算書を用いて分析を行いました。 

人口減少に伴う使用料収入の減少や、物価及び人件費の上昇による維持管理費の増加な

どにより、今後の収益構造は厳しくなることが見込まれます。 

今回の試算では、令和４年度の使用料改定の効果により一定期間は黒字を維持するもの

の、将来的には収支が悪化する見込みとなっています。 

 
※令和 6 年度決算及び計画期間の主な年度を掲載 
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収入と費用の推移を見ると、人口減少に伴う使用料収入の減少や、物価及び人件費の上

昇などにより、今後は営業費用が増加する傾向にあります。なお、本グラフでは現金収支を

伴わない減価償却費及び長期前受金戻入は除いて表示しています。 

下水道施設の維持管理費は、施設の老朽化対策や適切な運転管理を行うために必要な

経費であり、今後も一定程度の費用が見込まれます。 

このため、計画的な施設更新や効率的な維持管理を進めるとともに、関係機関との連携

や経営改善の取組を検討しながら、持続可能な事業運営に努めていく必要があります。 
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第 2 節 収益構造の分析 

（１）収入と費用の関係（現状） 

令和６年度決算をもとに、本市下水道事業の収入と費用の関係を整理すると、下水道事業

の費用の多くは、施設の維持管理や減価償却費など、使用水量にかかわらず発生する経費

が大きな割合を占めています。現状では、下水道使用料収入に加え、一般会計繰入金等を

活用することにより、収支は黒字を確保しています。一方で、使用料収入のみで費用を賄うこ

とは難しく、一般会計繰入金により賄われています。 

【収益構造の比較① 令和 6 年度】 

 

（２）将来の収益構造の見通し 

人口減少等の影響により使用料収入の減少が見込まれる一方、施設の老朽化に伴う維持

管理費の増加が見込まれます。このため、将来的には収支の悪化が見込まれており、経営環

境は厳しくなることが予想されます。 

【収益構造の比較② 令和 16 年度】 
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（３）今後の課題 

以上の分析から、今後の下水道事業の運営においては、 

・計画的な施設更新 

・効率的な維持管理の推進 

・経営基盤の強化 

などに取り組みながら、持続可能な事業運営を図っていく必要があります。 

第 3 節 ⾧期的な財務状態（資産と負債）の見通し 

（１）貸借対照表の推移 

本市下水道事業では、これまでの整備により形成された施設や設備が固定資産として計上

されており、今後はこれらの老朽化に対応するため、ストックマネジメント計画に基づく設備更

新や耐震化などの投資が継続的に必要となります。 

一方で、人口減少等による収入の減少や施設の老朽化対策に伴う支出の増加により、資金

残高は一時的に増加する期間があるものの、中長期的には減少傾向で推移する見込みで

す。特に令和１１年度以降は、収支の悪化が見込まれており、資金余力は低下していくものと

想定されます。また、企業債残高については、既存債の償還により減少する一方で、施設更

新等に伴う新規発行により、概ね横ばいで推移する見込みです。 

このため、今後の事業運営においては、計画的な投資管理及び資金管理を行いながら、長

期的な財務の健全性を確保していく必要があります。 

 

※令和 6 年度決算及び計画期間の主な年度を掲載 
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（２）固定資産と企業債残高の推移 

本市下水道事業では、これまでの施設整備により整備された固定資産が多くを占めていま

す。固定資産は減価償却により資産価値が減少していきますが、これは施設の老朽化や更新

需要の高まりを示すものでもあります。 

今後は、ストックマネジメント計画に基づき、ポンプ場設備の更新や処理場施設の耐震化な

どの改築更新を計画的に進めていく必要があります。これらの投資に伴い企業債の新規発行

も見込まれることから、企業債残高は、企業債の償還と新規発行の状況に応じて推移していく

見込みです。 

そのため、施設更新の進捗と企業債残高のバランスに留意しつつ、将来世代の負担にも配

慮した計画的な投資管理を行うことが重要となります。 
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第 4 節 ⾧期的な資金収支の見通し 

キャッシュ・フロー計算書は、事業活動における資金の流れを把握するための財務資料で

あり、資金の増減を業務活動、投資活動、財務活動の３つの区分により整理したものです。 

本市下水道事業の将来の資金収支を試算した結果、人口減少による使用料収入の減少や

施設更新に伴う支出の増加などにより、資金残高は計画期間を通じて減少傾向となる見込み

です。特に令和１１年度以降は収支の悪化が見込まれており、将来的には資金余力の低下が

懸念されます。 

このため、今後は計画的な投資管理と資金管理を行いながら、持続可能な事業運営を図っ

ていく必要があります。 
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第 1 節 事業運営上の課題 

1 施設の老朽化への対応 

本市の下水道施設は、整備開始から一定の年数が経過しており、今後は施設や設備の更

新需要の増加が見込まれます。そのため、ストックマネジメント計画等を活用しながら、施設の

状態を適切に把握し、優先度を踏まえた計画的な修繕・更新を進めることが重要となります。

また、投資の平準化を図りながら、効率的な施設管理を進めていく必要があります。 

2 維持管理体制の効率化 

人口減少に伴う使用料収入の減少が見込まれる中、将来にわたり安定した事業運営を行う

ためには、維持管理業務の効率化が重要となります。 

今後は、他自治体の取組事例や国の制度動向等を参考にしながら、民間活力の活用や業

務の合理化について研究を進めていきます。 

3 デジタル技術の活用 

施設の維持管理や経営管理の効率化を図るため、遠隔監視や施設台帳のデータ化など、

デジタル技術の活用についても中長期的な視点で検討していきます。 

第 2 節 経営上の課題 

1 事業の統廃合 

本市では、農業集落排水事業及びコミニティ・プラント事業について、公共下水道への統廃

合を進める予定です。これにより、維持管理体制の一元化や運営の効率化を図り、将来の事

業運営の安定化につなげていきます。 

2 下水道使用料のあり方 

人口減少に伴う使用料収入の減少や物価上昇による費用の増加などにより、将来的には

収支の悪化が見込まれています。そのため、経営状況や社会経済情勢を踏まえながら、将来

的な料金水準のあり方について検討していく必要があります。 

3 一般会計繰入金のあり方 

一般会計繰入金は、下水道事業の安定的な運営を支える重要な財源です。 

今後も物価や人件費の上昇などを踏まえながら、これまでの水準を基本としつつ、実情に

応じた負担のあり方について検討していきます。 

4 内部留保資金の確保 

自然災害や突発的な設備故障などの緊急時に対応するためには、一定の内部留保資金を
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確保しておくことが重要です。今後は、企業債の活用や計画的な資金管理を行いながら、財

政基盤の強化を図っていきます。 

第 3 節 経営改善に向けた主な取組 

今後検討予定の経営改善施策（案）は次の 6 点となります。 

１ 下水道事業の統廃合 【計画期間：令和１０年～１６年】 

令和１０年度に農業集落排水事業（小西）、令和１３年度に農業集落排水事業（南横川）、

令和１６年度にコミニティ・プラント事業をそれぞれ公共下水道へ統合し、維持管理体制の一

元化・効率化を図り、事業運営の効率化を推進します。 

２ 下水道使用料の見直し【計画期間：令和１０年～１２年】 

下水道使用料は今後ゆっくりと減少し、現行料金体系では事業運営に必要な費用を安定

的に確保することが難しくなる可能性があります。そのため、段階的な見直しを検討する必要

があります。 

３ 下水資源の肥料化【検討段階】 

下水処理過程により発生する汚泥を「肥料化」し汚泥処分費用等の削減を見込みます。汚

泥処分費用の削減が期待されるものの、新たな投資を伴うことから費用対効果を十分に検証

する必要があります。 

４ WPPP（官民連携）の活用【検討段階】 

国が推進する WPPP（ウォーターPPP）などの官民連携手法の活用により、施設管理の効率

化や専門人材の確保が期待されます。ただし、全国的にも導入事例が増えつつある段階であ

るため、近隣自治体の動向や費用対効果を踏まえながら検討を進めます。 

５ 未利用地等の活用【検討段階】 

下水道施設の未利用地や上部空間を活用し、太陽光発電設備を導入することで、電力の

自家消費による維持管理費の削減と、エネルギー価格変動のリスクの低減を図るとともに、脱

炭素化に資する持続可能な事業運営を推進します。 

※浄化センター 約 20,000 ㎡ 

※調整池（みどりが丘 31,000 ㎡、みずほ 1 号 11,500 ㎡、みずほ 2 号 9,000 ㎡） 

６ 一般会計との負担のあり方 

一般会計繰入金は、下水道事業の安定的な運営を支える重要な財源です。今後も物価や

人件費等の上昇を踏まえ、これまでの水準を基本としつつ、実情に応じた負担の確保につい

て検討していきます。 
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1 下水道事業を取り巻く経営環境 

下水道事業は、多額の施設整備費用を必要とする一方で、使用料収入のみで費用のすべ

てを賄うことが難しい事業です。また、施設整備に伴う減価償却費や維持管理費などの固定

費の割合が高く、人口減少等により使用水量が減少しても費用が大きく減少しないという特徴

があります。このため、下水道事業は使用料収入に加え、一般会計繰入金を活用しながら運

営されています。 

 

2 本市下水道事業の特徴 

本市の下水道事業は、供用開始から一定の期間が経過し、今後は施設の更新需要が増加

していく段階にあります。 

また、人口減少に伴う使用料収入の減少が見込まれる一方で、物価上昇や老朽化対策、

災害対応などに必要な費用は増加することが予想されます。 

こうした状況の中で、企業債の償還と施設更新投資が同時期に重なる局面も想定され、将

来的な財政負担の増大が懸念されます。 

 

3 持続可能な事業運営に向けて 

本市下水道事業を将来にわたり安定的に運営していくためには、施設の計画的な更新、維

持管理の効率化、財政基盤の強化などを総合的に進めていく必要があります。また、人口減

少などの社会環境の変化を踏まえ、事業規模の適正化や広域化・共同化の検討など、中長

期的な視点での取組も重要となります。 

今後も、国や県の制度動向や他自治体の取組を踏まえながら、本市の実情に即した持続

可能な下水道事業の運営に取り組んでいきます。 
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本経営戦略を着実に推進するため、毎年度の予算編成や決算状況を踏まえながら、事業

の進捗状況や財政状況を確認し、継続的な点検・評価を行います。また、社会経済情勢の変

化や事業環境の変化を踏まえ、必要に応じて計画内容の見直しを行います。 
なお、本経営戦略の計画期間は令和 7 年度から令和 16 年度までの 10 年間とし、計画期

間の中間年度である令和 12 年度頃を目途に、計画の進捗状況や財政見通し等を踏まえた

見直しを検討します。 
さらに、制度改正や事業環境の変化などにより個別事業の見直しが必要となった場合に

は、計画期間にとらわれず適宜見直しを行います。 
本経営戦略は、PDCA サイクル（計画・実行・評価・改善）により継続的な改善を図りながら

推進していきます。 
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１ 長期収支見込み 

①損益計算書（長期収支見通し） 
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②貸借対照表（長期収支見通し） 
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２ 経営比較分析表 

  ①公共下水道事業 
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  ②農業集落排水事業 
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